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3,457
簡易水道事業特別会
計

埠頭事業特別会計 病院事業会計

（単位：千円）

6,896 0 2,974,384 918,276

水道事業会計

農業集落排水事業
特別会計

漁業集落排水事業
特別会計

1,974

公共下水道事業特別
会計

特定環境保全公共下
水道事業特別会計資

金
剰
余
額

7,069 1,262 467

浄化槽市町村整備
推進事業特別会計

経営健全化基準

20.0%

天草市

20.0%

経営健全化基準

平成平成平成平成２３２３２３２３年度決算年度決算年度決算年度決算にににに基基基基づくづくづくづく健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等健全化判断比率等についてについてについてについて

※1　実質赤字比率及び連結実質赤字比率については、赤字額がないため「－」表示になります。

　 　　（実質収支は約23.8億円（6.94%）の黒字、連結実質収支は約69.1億円（20.12%）の黒字です。）

※資金不足がないため、資金不足比率は「－」表示になります。

浄化槽市町村整備推進事
業特別会計

漁業集落排水事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

特定環境保全公共下水道
事業特別会計

会計名

水道事業会計

病院事業会計

埠頭事業特別会計

簡易水道事業特別会計公共下水道事業特別会計

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率 92.5

※2　連結実質赤字比率の財政再生基準は、3年間の経過措置（市町村は40%→40%→35%）があり、4年目となる今回
　　　から30%となりました。

会計名 天草市

区　　　分

30.00

35.0
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－

14.5

－

12.9

H21 H22
早期健全化基準 財政再生基準

20.00

天草市

－ － －

－

11.63

16.63

25.0

350.076.3

－

11.5

64.9

「地方公共団体の財政健全化に関する法律（財政健全化法）」が平成２１年４月から全面的に施行さ
れ、この法律に基づき地方公共団体は、毎年度、健全化判断比率【①実質赤字比率②連結実質赤字比
率③実質公債費比率④将来負担比率】、資金不足比率を、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、
市民の皆さんに公表しています。
　天草市の健全化判断比率及び資金不足比率につきましては、下表のとおりです。

(※1)

平成２３年度決算における天草市の健全化判断比率及び資金不足比率は、いずれも早期健全化基準、
経営健全化基準を下回っています。
　今後も、各指標の数値が基準を上回らないよう健全な財政運営に努めてまいります。

(※2)



＝ %－

%

0

（6,912,318千円の黒字）

34,346,322 （別紙算出根拠より）

－

34,346,322

（2,384,941千円の黒字）

（別紙算出根拠より）

0

財政健全化判断比率等の数値算出表（平成23年度決算分）

１．実質赤字比率

実質赤字比率 ＝
一般会計等の実質赤字額

標準財政規模

（単位：千円）

＝

２．連結実質赤字比率

連結実質赤字比率 ＝
連結実質赤字額

＝

＝

標準財政規模

早期健全化基準 11.63%

財政再生基準 20.00%

早期健全化基準 16.63%

財政再生基準 30.00%

４．将来負担比率

将来負担比率 ＝

将来負担額　－　（充当可能基金額＋特定財源見込額＋地方債現
在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

11.5%

３．実質公債費比率

実質公債費比率 ＝

(平成23年度）

（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋
元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（別紙算出根拠より）

28,265,104 （別紙算出根拠より）

18,358,217

+

＝

＝

(平成22年度）

＝
3,562,033

27,828,701

(平成21年度）

3,287,117

29,375,359

＝

／３

64.9%

3,046,538

28,265,104

の３ヵ
年平均標準財政規模－

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額

+

早期健全化基準 25.0%

財政再生基準 35.0%

早期健全化基準 350.0%



《公共下水道事業特別会計》

《特定環境保全公共下水道事業特別会計》

《農業集落排水事業特別会計》

《漁業集落排水事業特別会計》

%

( 467 )

( 1,974 )

＝ － %
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（剰余額）
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－ %＝
0

63,435

＝
0

66,845

＝
0

14,307

５．資金不足比率

資金不足比率 ＝
資金の不足額

事業の規模

＝
0

679,969
＝

《浄化槽市町村整備推進事業特別会計》

《簡易水道事業特別会計》

《埠頭事業特別会計》

《病院事業会計》

《水道事業会計》
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( 6,896 )

( 0 )

( 2,974,384 )

( 3,457 )
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